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助成金一覧

14 15
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16

29

事業名 内　容 支援対象者 対象経費 申請スケジュール
４月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1 製品開発着手支援助成事業
～技術的課題の事前検討を支援～

2 新製品・新技術開発助成事業
～実用化を目指す新製品開発
　の助成金～

3 TOKYO地域資源等活用推進事業
～地域経済の活性化を目指す
　新製品開発等を支援～

4 TOKYO戦略的イノベー
ション促進事業
～連携が生み出す大型開発を支援～

9 ゼロエミッション推進に向けた
事業転換支援事業（販路拡大支援）

7 先進的防災技術実用化支援事業  
～製品・サービスの改良から
　普及促進まで～

12 医療機器等事業化支援助
成事業
（医療機器産業参入促進助成事業）

製品・技術開発を実施するにあたり事前に行う、社外資
源を活用した技術的課題の検討を支援

市場ニーズへ適合させるために行う製品改良や、規格
適合・認証取得（ISO、IEC、CEマーキング等)を支援

東京の地域資源を活用または東京の都市課題を解決す
る新製品・新サービスの開発・改良を支援
※円滑な事業遂行に向けたハンズオン支援も実施

東京都が策定する「イノベーションマップ」に即して、
他企業や大学等と連携して行う事業化に向けた技術・
製品開発を支援

ゼロエミッション推進のため、電気自動車等の脱炭素
化に資する製品・技術の販路拡大を目的とした展示会
出展等を支援

実用化の見込みのある、新製品・新技術の自社開発を行
う都内中小企業者等に対し、その研究開発経費の一部を
助成

☎助成課 03-3251-7894

☎取引振興課 03-5822-7250
☎多摩支社 042-500-3901

☎創業支援課 03-5220-1142
☎東京都知的財産総合センター 03-3832-3656

☎経営戦略課 03-5822-7232
☎総合支援課 03-3251-7917

☎設備支援課 03-3251-7884 03-3251-7889

出展小間料/オンライン出展料/資材費/輸送費/
ECサイト出店初期登録料/印刷物制作費/
動画制作費/広告掲載費/自社サイト制作費/

出展小間料/資材費/輸送費/オンライン出展料/
印刷物制作費/PR動画制作費/広告費/通訳費/
サイト制作・改修費/ECサイト出店初期登録料

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託費/
産業財産権出願・導入費/直接人件費/
展示会出展費/広告費

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外
注費/専門家指導費/産業財産権出願・導入費/直接
人件費/貸借費

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外
注費/産業財産権出願・導入費/専門家指導費/直接
人件費

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外注
費/専門家指導費/直接人件費/規格等認証・登録費/
産業財産権出願・導入費/展示会等参加費/広告費

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外注
費/直接人件費/貸借費（実証実験等）　等

出展小間料/オンライン出展料/資材費/輸送費/
ECサイト出店初期登録料/印刷物制作費/
動画制作費/広告掲載費/自社サイト制作費/

出展小間料/オンライン出展料/資材費/輸送費/
ECサイト出店初期登録料/印刷物制作費/
動画制作費/広告掲載費/自社サイト制作費/

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外
注費/産業財産権出願・導入費/技術指導受入れ費
/PMDA等相談料及び審査手数料/直接人件費/展示
会等参加費/広告費

申請書提出申請予約

《 スケジュールの見方 》
申請スケジュール等は予定です。申請にあたっては、
ホームページと募集要項を必ずご覧ください。〈お問い合わせ〉

1 4～ 6 11～ 33 35～

19 28～
／ 30 32～

6 製品改良/規格適合・認証
取得支援事業

～製品改良や規格・認証取得（ISO、
　IEC、CEマーキング等）を支援～

原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外注
費/専門家指導費/賃借費/産業財産権出願・導入費/
直接人件費/広告費/展示会等参加費/イベント開催費

東京都及び公社より一定の評価又は支援を受けた製品
等又は上記「イノベーションマップ」の開発支援テーマ
に該当する製品等の展示会出展等を支援

障害者スポーツ関連製品や障害者・高齢者の方向け製品
等の販路拡大を目的とした展示会出展等を支援

都内ものづくり中小企業の医療機器産業への参入に向
けて、医療機器製販企業等とのマッチング実施に引き続
き、製品開発から事業化までを支援

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
中小企業グループ
※医療機器産業参入支援事業または東京都医工連携HUB
機構に会員登録していること

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
一般財団法人・一般社団法人・特定非営利活動法人

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
一般財団法人・一般社団法人・特定非営利活動法人

中小企業者（みなし大企業も対象）/
中小企業団体等/中小企業グループ

中小企業者（みなし大企業も対象）/個人事業主/
中小企業団体等/中小企業グループ/創業予定者

中小企業者/個人事業主

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
一般財団法人・一般社団法人・特定非営利活動法人

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
中小企業グループ/創業予定者

自社製品・技術・商品・サービスの販路拡大を目的とし
た展示会への出展を支援

都市防災力を高める優れた防災製品の実用化に向けた
自社の製品、技術、試作品の改良とその後の普及までを
支援

中小企業者/個人事業主

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
中小企業グループ/創業予定者

中小企業者/個人事業主

原材料・副資材費/委託・外注費

医
工
連
携

改
良
・
実
用

市
場
投
入

製
品
開
発

試
作
開
発

企
画
・
構
想

14 創業助成事業

15 インキュベーション施設
整備・運営費補助事業  

17 中小企業デジタルツール
導入促進支援事業

18 生産性向上のための
デジタル技術活用推進事業

16「新しい日常」対応型
サービス創出支援事業

工事費/施工監理費/建物・施設取得費/不動産賃借
料/備品費/広告費/人件費/建物管理委託費/専門
家報酬/備品等賃借料/会場借上料

賃借料/広告費/器具備品購入費/産業財産権出願・
導入費/専門家指導費/従業員人件費

委託・外注費/販売促進費/設備導入費/
産業財産権出願費/規格認証取得費/人件費

東京都「インキュベーション施設運営計画認定事
業」に認定された事業者のうち、優れた取組を行う
事業者。ただし大企業（みなし大企業を含む）は除く

創業者等の事業計画に対して、より効果的な事業実施が
可能となるよう、創業初期に必要な経費（賃借料、広告
費、従業員人件費等）の一部を助成

「新しい日常」に対応する新たな事業展開に向けた専門
家によるハンズオン支援を行う中で、必要に応じて当該
取組に要する経費の一部を助成

インキュベーション施設を運営する民間事業者等に対
して、施設運営のレベルアップ等

中小企業が新たにデジタルツールを導入する際に
要する経費の一部を助成

創業予定者/中小企業者/個人事業主/特定非営利活動法人

創
業

拡充

拡充

拡充

市場開拓助成事業
～展示会（オンライン展示会を含む）
　出展等の費用を助成します～

8

原材料・副資材費/委託・外注費

ソフトウェア導入費/クラウド利用費

機器・ロボット導入費/システム構築費/
ソフトウェア導入費/クラウド利用費/データ分析費

都内ものづくり中小企業の医療機器産業への参入に向
けて、医療機器製販企業等のマッチング実施に引き続
き、事前検証や初期試作を支援

中小企業者/都内での創業予定者

中小企業者/個人事業主

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等

医療機器等開発着手支援
助成事業
（医療機器産業参入促進助成事業）

13

助成率

1/2以内

1/2以内

1/2以内

2/3以内

5 ゼロエミッション推進に向けた
事業転換支援事業（製品開発支援）

ゼロエミッションに資する製品開発、技術開発、改良、
規格適合を支援 2/3以内

2/3以内

1/2以内

【改良・実用化】

【普及促進】
2/3以内

1/2以内

1/2以内

2/3以内

2/3以内

【事業者】
2/3以内
【区市町村】
1/2以内

2/3以内

助成限度額

100万円
下限額（10万円）

下限額（200万円）

1,500万円

1,500万円

1,500万円

8,000万円
下限額（1,500万円）

500万円

150万円

下限額
（50万円）

【改良・実用化】
1,000万円
【普及促進】
350万円

300万円

5,000万円

100万円

【整備・改修費】
2,500万円
【運営費】
年2,000万円

500万円

1/2以内 750万円
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中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
中小企業グループ/創業予定者

10 展示会出展助成事業

11 障害者向け製品等の
販路開拓支援事業

NEW

NEW

NEW

300万円
下限額

（100万円）

2/3以内 150万円

2/3以内 150万円

17 185

上旬～下旬

～4/5

4/12～6/30

年10回

上旬～上旬

4/11
～20

下旬～中旬

上旬

中旬～下旬

詳細が決まりましたら、HPで公開します。

支援対象となった事業者のみにお知らせします。

詳細が決まりましたら、HPで公開します。

詳細が決まりましたら、HPで公開します。

詳細が決まりましたら、HPで公開します。

サ
ー
ビ
ス

生
産
性
向
上

生産性の向上に向けたICT・IoT・AI・ロボット等、デジ
タル技術の導入・活用に要する経費の一部を助成
※本事業のトータル支援を受けていることが条件となります。

【小規模】2/3以内
【その他】1/2以内
【小規模】2/3以内
【その他】1/2以内

NEW

30万円）（下限額
300万円

下旬～中旬

下旬～上旬

下旬

上旬～中旬

上旬～下旬

中旬～上旬

下旬～中旬

中旬

上旬 中旬～下旬

上旬～上旬

上旬 中旬～下旬

上旬～下旬 上旬～下旬

7/1～6
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事業名 内　容 支援対象者 対象経費 申請スケジュール
４月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

「事業所整備費」
・店舗新装・改装工事費
・設備・備品購入費
・宣伝・広告費

「実務研修受講費」
「店舗賃借料（最大2年間）」

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

優れた技術・製品を保有する中小企業者等が民間調査
会社に依頼する他社特許調査等を支援 他社特許調査費用

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

優れた商品やサービスにおける著作物を有する中小企
業者等の外国著作権登録を支援 外国登録手数料/代理人費用/翻訳料　等

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

海外進出予定国における類似商標等が障害になってい
る中小企業者等に対し、この商標の取消や無効化を支援

情報収集関連費用/異議申立・不使用取消審判・無効
審判・情報提供に要する費用/行政訴訟に要する費用

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

中小企業者/個人事業主/中小企業団体/
一般社団法人・一般財団法人

外国における自社製品・技術の模倣又は権利侵害等に
ついて、中小企業者等が行う対策を支援

優れた商品やサービスに識別力のある商標を有する中
小企業者等の外国商標出願を支援

創造性又は審美性のある意匠を有する優れた商品を持
つ中小企業者等の外国意匠出願を支援

優れた技術等を有する中小企業者等の外国実用新案出
願を支援

優れた技術等を有する中小企業者等の外国特許出願か
ら中間手続を支援

侵害調査費用/侵害品の鑑定費用/侵害先への警告
費用/税関での輸入差止費用

外国出願手数料/代理人費用/翻訳料/先行商標調査
費用　等

外国出願手数料/代理人費用/翻訳料/先行意匠調査
費用　等

外国出願手数料/代理人費用/翻訳料/先行技術調査
費用/国際調査手数料/国際予備審査手数料　等

外国出願手数料/審査請求料・中間手続費用/代理人
費用/翻訳料/先行技術調査費用/国際調査手数料/
国際予備審査手数料　等

高性能な消火器の購入費中小企業者/個人事業主/中小企業団体等/
一般財団法人・一般社団法人・特定非営利活動法人

都内商店街での新規開業・多角化・事業承継を支援 中小企業者/個人事業主/創業予定者

個人事業主/創業予定者

商
店
街

設
備
投
資

知
的
財
産

危
機
管
理

世界規模での事業展開が期待できる技術や製品を有する
中小企業者等の知的財産権の取得等を支援

次の要件を満たす中小企業者等
(1)東京都又は公社が実施する事業において、技術や製
品が優れたものであると認められ、表彰・助成・支援を
受けている者
(2)上記における技術や製品に係る特許権・実用新案権
・意匠権が、国内外のいずれかで既に権利化されている者
(3)世界規模での事業展開の計画を有しており、その計
画に基づき、海外での知的財産の権利取得又は維持、活
用等を推進しようとしている者

外国での権利取得・維持に関する費用（特許・実用
新案・意匠・商標・著作権）/知財トラブル対策費用
（侵害調査、税関での差止費用等）/先行調査費用

下旬～中旬

機械設備、ソフトウェアの新たな導入、搬入・据付等
に要する経費

更なる発展に向けた競争力強化やデジタルトランス
フォーメーション（DX）の推進、イノベーション分野へ
の進出、後継者による新たな取組みを目指す際に必要と
なる機械設備の導入を支援

中小企業者/個人事業主/中小企業団体等
下旬～下旬

上旬 下旬

下旬～上旬

下旬 上旬

知的財産活用製品化支援事業の支援企業 原材料・副資材費/機械装置・工具器具費/委託・外
注費/産業財産権出願・導入費

公社が知的財産活用製品化支援事業で支援する中小企
業者等の製品開発を支援 下旬 上旬

下旬～上旬 下旬～上旬 下旬～上旬

上旬～中旬 下旬～中旬 下旬～中旬

サイバーセキュリティ対策を実施するために必要と
なる機器の導入等に係る経費

自社の情報や取引先と共有する情報を保護するための
サイバーセキュリティ対策の取組を支援 中小企業者/個人事業主/中小企業団体

中旬 中旬 中旬

中旬 中旬 中旬

中旬 中旬 中旬

不測の事態に備え自社で策定したＢＣＰ対策の実践に
必要な設備導入及び物品購入等に係る経費及び防災
力を強化するための基幹システムのクラウド化の費用

自然災害、感染症等の不測の事態が生じた場合に備えた
事業継続のための取組及び防災力を強化するための基
幹システムのクラウド化

中小企業者/個人事業主/中小企業団体

申請書提出申請予約
《 スケジュールの見方 》

詳細が決まりましたら、HPで公開します。

1

（下限額

（下限額

助成限度額

億円
【小規模】
3,000万円
100万円）

（クラウド化の場合は
　　　　450万円）

1,500万円

10万円）

中小製造業が行う電力の効率化を図るための取組を支援 製造現場の電力の効率化を図るために必要なLED、
デマンド監視装置等の設置に係る経費製造業を営む中小企業者/個人事業主/中小企業団体

助成率

NEW

拡充

申請スケジュール等は予定です。申請にあたっては、
ホームページと募集要項を必ずご覧ください。

助成金一覧

14 15

12 13

16

29

☎助成課 03-3251-7894

☎取引振興課 03-5822-7250
☎多摩支社 042-500-3901

☎創業支援課 03-5220-1142
☎東京都知的財産総合センター 03-3832-3656

☎経営戦略課 03-5822-7232
☎総合支援課 03-3251-7917

☎設備支援課 03-3251-7884 03-3251-7889

〈お問い合わせ〉

1 4～ 6 11～ 33 35～

19 28～
／ 30 32～

17 185

上旬～下旬

上旬～上旬

中旬～上旬

中旬～中旬

上旬～下旬

上旬～上旬

上旬～上旬

上旬～下旬

火災の初期対応を着実に実施するための高性能な消火
器等の導入に係る経費の一部を助成

意欲ある女性や若手男性による都内商店街での新規開業
を支援

19 外国特許出願費用
助成事業

20 外国実用新案出願費用
助成事業

21 外国意匠出願費用
助成事業

22 外国商標出願費用
助成事業

23 外国侵害調査費用
助成事業

24 特許調査費用助成事業

25 外国著作権登録費用
助成事業

26 海外商標対策支援
助成事業

30 BCP実践促進助成事業

31 LED照明等節電促進
助成事業

32 サイバーセキュリティ対策
促進助成事業

34 商店街起業・
承継支援事業

～商店街で開業する女性・
   若手男性を支援します～ 

35 若手・女性リーダー
応援プログラム助成事業

27 グローバルニッチトップ
助成事業

28 知的財産活用製品化支援
助成事業

～設備投資の助成金～

29 躍進的な事業推進のための
設備投資支援事業

33 テナントビル等
安全対策強化支援事業
～高性能な消火器の設置を
　サポートします～

400万円1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

1/2以内

【小規模】2/3以内
【その他】1/2以内

1/2以内

2/3以内

2/3以内

3/4以内ほか

1/2以内

60万円

60万円

60万円

200万円

100万円

10万円

500万円

1,000万円

500万円

最大10万円

最大580万円

最大730万円

1,500万円
（下限額30万円）

1/2以内
または2/3以内

1,500万円
（下限額30万円）


